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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第39期
第１四半期
連結累計期間

第40期
第１四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 1,082,851 1,006,233 6,156,962

経常利益又は経常損失(△) (千円) △373,794 △373,386 1,008,097

当期純利益又は四半期純損失(△) (千円) △288,392 △288,406 604,021

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △198,565 △260,711 751,989

純資産額 (千円) 22,382,030 22,891,475 23,316,465

総資産額 (千円) 24,040,999 24,442,744 24,895,898

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) △14.43 △14.43 30.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 93.1 93.7 93.7
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第39期第１四半期連結累計期間及び第40期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第39期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

５．第40期に持分法適用会社が「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第30号　平成25年12月25日）を適用し、連結財務諸表を遡及処理したことに伴い、第39期の

関連する主要な経営指標等について遡及処理後の数値を記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税前のかけこみ需要の反動により、個人消費は一時

的に減少しましたが、 今後は全体として回復基調にて推移していくと思われます。

当学習塾業界におきましては、少子化傾向に対応するため各社ともエリア拡大や集客力のあるメニュー開発を行

い、経営体質の強化や業容拡大、シナジー効果を期待した業務提携や資本提携の動きが見られ、業界再編が進行し

ております。また、脱ゆとり教育への転換により学習塾に対するニーズは高まっているものと思われます。

このような状況のもと、当社グループは引き続き会場のスクラップ＆ビルドを積極的に推進し、地域ナンバーワ

ン校への合格実績を高めるためにコース・メニューの拡充と指導力の更なる強化を実施してまいりましたが、価格

戦略の影響や一人当たりの受講メニューの減少も相まって、当第一四半期連結累計期間の売上高は1,006百万円（前

年同四半期比7.1％減）となりました。営業損益につきましては、会場改廃による地代家賃の減少などの経費削減が

売上減をカバーした結果、営業損失が344百万円（前年同四半期は381百万円の営業損失）となり、やや改善の兆し

が見えました。経常損益につきましては、持分法投資損失を計上しましたが、有価証券の評価損が解消されたた

め、373百万円の経常損失（前年同四半期は373百万円の経常損失）、四半期純損失が288百万円（前年同四半期は

288百万円の四半期純損失）となり、損益全般で前年と同程度となりました。

 

当第１四半期連結累計期間のセグメント別の概況は、次のとおりであります。

①塾関連事業

当第１四半期連結累計期間においては、夏期講習会に向けて千葉県船橋市および津田沼市を始め、全国9都市に

おいて新規に会場を設立したことから、6月末時点では本部数は69本部、会場数は352会場となりました。

個別指導部門の㈱プログレスは、一人あたりの週間受講回数が減少したことなどにより、売上高は33百万円

（前年同四半期比10.8％減）となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の塾関連事業の売上高は749百万円（前年同四半期比14.6％減）となりま

した。またセグメント損失は経費削減が売上減をカバーするまでに至らず263百万円（前年同四半期は257百万円

のセグメント損失）となりました。

②スポーツ事業

札幌市内３ヶ所に施設を構えるスポーツクラブＺｉｐは、特に幼児・児童の会員数が増加したことや会員サー

ビスの向上に努めた結果、退会者が減少し、売上高は141百万円（前年同四半期比1.8％増）、セグメント利益は6

百万円（前年同四半期比1,580.8％増）となりました。

③その他

本セグメントは、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教材の印刷や備品・消耗品の仕入販

売、及び賃貸不動産や教室物件の管理・清掃を含んでおります。当第１四半期連結累計期間においては、外販が

伸びた結果、売上高は115百万円（前年同四半期比72.5％増）、セグメント利益は17百万円（前年同四半期は21百

万円のセグメント損失）となりました。

　

なお、当第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及処理後の数値で前四半期連結会計期

間との比較を行っております。

 
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は0百万円となりました。（前年同四半期の研究開発費は発生して

おりません）
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 47,600,000

計 47,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,031,000 20,031,000
東京証券取引

所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 20,031,000 20,031,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 20,031,000 ― 3,984,100 ― 3,344,000
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式      50,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  19,976,000 199,760 ―

単元未満株式(注) 普通株式       4,300 ― ―

発行済株式総数            20,031,000 ― ―

総株主の議決権 ― 199,760 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　進学会

札幌市白石区本郷通一丁
目北１－15

50,700 ― 50,700 0.25

計 ― 50,700 ― 50,700 0.25
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,074,297 8,978,409

  受取手形及び営業未収入金 96,343 50,005

  有価証券 53,828 103

  商品及び製品 21,815 14,629

  仕掛品 3,502 1,751

  原材料及び貯蔵品 20,051 13,501

  繰延税金資産 71,795 143,504

  未収還付法人税等 27,399 36,496

  その他 114,400 134,557

  貸倒引当金 △911 △911

  流動資産合計 9,482,524 9,372,047

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 9,913,719 9,914,875

    減価償却累計額 △5,880,441 △5,931,615

    建物及び構築物（純額） 4,033,277 3,983,259

   機械装置及び運搬具 540,780 540,867

    減価償却累計額 △501,808 △504,354

    機械装置及び運搬具（純額） 38,972 36,513

   土地 2,665,479 2,665,479

   その他 966,820 968,900

    減価償却累計額 △890,925 △897,202

    その他（純額） 75,894 71,697

   有形固定資産合計 6,813,624 6,756,950

  無形固定資産   

   ソフトウエア 13,701 12,634

   電話加入権 1,259 1,259

   施設利用権 7,975 7,975

   無形固定資産合計 22,936 21,868

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,017,189 7,727,269

   繰延税金資産 47,205 68,915

   敷金及び保証金 338,645 324,002

   その他 173,772 171,691

   投資その他の資産合計 8,576,813 8,291,878

  固定資産合計 15,413,374 15,070,697

 資産合計 24,895,898 24,442,744
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           (単位：千円)

          前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 125,000 60,381

  未払金 258,543 227,716

  未払法人税等 90,786 22,010

  未払費用 203,137 152,859

  前受金 346,841 481,376

  その他 9,246 59,570

  流動負債合計 1,033,555 1,003,915

 固定負債   

  繰延税金負債 456 606

  役員退職慰労引当金 249,862 250,922

  退職給付に係る負債 73,399 71,270

  資産除去債務 197,161 199,529

  預り敷金保証金 24,997 25,025

  固定負債合計 545,877 547,353

 負債合計 1,579,432 1,551,269

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,984,100 3,984,100

  資本剰余金 3,344,000 3,344,000

  利益剰余金 15,506,627 15,050,432

  自己株式 △45,504 △45,504

  株主資本合計 22,789,223 22,333,028

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 545,191 575,799

  為替換算調整勘定 5,111 5,238

  退職給付に係る調整累計額 △23,060 △22,590

  その他の包括利益累計額合計 527,242 558,447

 純資産合計 23,316,465 22,891,475

負債純資産合計 24,895,898 24,442,744
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 ※1  1,082,851 ※1  1,006,233

売上原価 1,133,276 1,036,315

売上総損失（△） △50,424 △30,082

販売費及び一般管理費 330,982 314,520

営業損失（△） △381,407 △344,602

営業外収益   

 受取利息 25,540 18,530

 受取配当金 14,911 18,156

 有価証券評価益 - 4,460

 為替差益 573 -

 その他 4,421 14,004

 営業外収益合計 45,447 55,151

営業外費用   

 有価証券償還損 355 -

 有価証券評価損 20,703 -

 為替差損 - 3,135

 持分法による投資損失 16,667 80,485

 その他 107 315

 営業外費用合計 37,834 83,936

経常損失（△） △373,794 △373,386

特別損失   

 固定資産除却損 7,061 3,420

 特別損失合計 7,061 3,420

税金等調整前四半期純損失（△） △380,856 △376,806

法人税等 △92,463 △88,400

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △288,392 △288,406

四半期純損失（△） △288,392 △288,406
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △288,392 △288,406

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 114,963 31,709

 退職給付に係る調整額 - 469

 持分法適用会社に対する持分相当額 △21,770 △974

 持分法適用会社に関する持分変動差額 △3,366 △3,510

 その他の包括利益合計 89,827 27,694

四半期包括利益 △198,565 △260,711

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △198,565 △260,711

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年5月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第

１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の平

均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映し

た単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。これによる損益及び財政状態に与える影響はありませ

ん。

 
 

（追加情報）

(持分法適用関連会社における従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

当社の持分法適用関連会社において「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第30号　平成25年12月25日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当該関連会社から信託へ

自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託から従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保

有する株式に対する当該関連会社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を資産又は負債に計上する方法に変更

しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については、遡及適用後の四半

期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度末の関係会社株式及び利益剰余金はそれぞれ23,005千円減

少しております。なお、前第１四半期連結累計期間の経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微で

あります。

　

 
（持分法適用関連会社における退職給付会計基準等の適用）

当社の持分法適用関連会社において「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下

「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平

成24年5月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項

本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直

し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定基準に変更し、割引率の決定方法を残存勤務期間に

基づく割引率から、単一の加重平均割引率へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当該第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の関係会社株式及び利益剰余金はそれぞれ35,523千円増加し

ております。なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 

平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

※１．当社グループは、塾関連事業における月々の継続授業月謝と、７月・12月・３月に始まる特別講習会の収入が

主な収益源となっております。第１四半期連結会計期間においては、講習会収入がほとんど発生しないため、売

上高及び売上総利益が、他の四半期連結会計期間に比べ低めに計上される一方、費用面においては人件費・広告

宣伝費・地代家賃等が売上の多寡に関わらず、各四半期連結会計期間を通じて平均的に発生するため、営業利益

が圧迫される構造となっております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 74,316千円 71,523千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 199,802 10 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 199,802 10 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注）１

合計
調整額
(注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）３塾関連事業

スポーツ
事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 877,268 138,565 1,015,834 67,016 1,082,851 ― 1,082,851

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 54,478 54,478 △54,478 ―

計 877,268 138,565 1,015,834 121,494 1,137,329 △54,478 1,082,851

セグメント利益又は損失(△) △257,292 370 △256,922 △21,249 △278,172 △103,235 △381,407
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教材の印刷や備品・消耗品の仕

入販売、及び賃貸不動産や教室物件の管理・清掃を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△103,235千円は、主に報告セグメントに配分していない一般管理費等の

全社費用及びセグメント間の取引の消去額であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注）１

合計
調整額
(注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）３塾関連事業

スポーツ
事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 749,531 141,087 890,619 115,613 1,006,233 ― 1,006,233

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 49,717 49,717 △49,717 ―

計 749,531 141,087 890,619 165,331 1,055,950 △49,717 1,006,233

セグメント利益又は損失(△) △263,438 6,219 △257,219 17,493 △239,725 △104,876 △344,602
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教材の印刷や備品・消耗品の仕

入販売、及び賃貸不動産や教室物件の管理・清掃を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△104,876千円は、主に報告セグメントに配分していない一般管理費等の

全社費用及びセグメント間の取引の消去額であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 14円43銭 14円43銭

  (算定上の基礎)   

   四半期純損失金額（千円） 288,392 288,406

   普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

   普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 288,392 288,406

   普通株式の期中平均株式数（株） 19,980,243 19,980,207
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月12日

株式会社進学会

 取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   篠   河　 清   彦   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   片　　岡   直   彦   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に揚げられている株式会社進学会

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社進学会及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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